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平成 18年 12月1日 

各 位 

 

 

 

 

 

（訂正）平成１９年２月期 中間決算短信（連結）の一部訂正に関するお知らせ 

 
 平成 18年 10月 19日に発表いたしました「平成 19年２月期 中間決算短信（連結）及

び添付資料」の内容に一部誤りがありましたので、下記の通り訂正いたします。 

訂正箇所は   で示しております。 

 

記 

 

３．経営成績及び財政状態  

（3）キャッシュ・フローの状況 

＜訂正前＞ 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
 財務活動の結果使用した資金は 771百万円（前年同期は 669 百万円の収入）となりました。これ
は主として、株式の発行による収入 2,249百万円等があったものの、借入金が減少したこと等によ
るものであります。 

 

 

＜訂正後＞ 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
 財務活動の結果使用した資金は 771百万円（前年同期は 669 百万円の収入）となりました。これ
は主として、株式の発行による収入 2,429百万円等があったものの、借入金が減少したこと等によ
るものであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会 社 名 松 竹 株 式 会 社 
代表者名 取締役社長 迫 本 淳 一 
（コード番号 9601 ５証券取引所） 

問 合 せ 先 取  締  役 油 谷  曻 
（ＴＥＬ ０３－５５５０－１５１６） 
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４．中間連結財務諸表等 

（2）中間連結損益計算書 

＜訂正前＞ 

  
前中間連結会計期間 
 (自 成17年３月１日 

  至 成17年８月31日) 

当中間連結会計期間 
 (自 成18年３月１日 

  至 成18年８月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成17年３月１日 
  至 平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
(％) 

金額（千円） 
百分比 
(％) 

金額（千円） 
百分比 
(％) 

           

           
Ⅶ 特別損失           

 １．固定資産売却損  －   27   －   
 ２．固定資産除却損 ※１ 17,109   93,863   147,321   

 ３．固定資産解体費用  －   200,000   －   

４．映像商品等償却損  －   99,004   378,162   
５．たな卸資産廃棄損  －   －   336,827   

６．投資有価証券評価損  －   635,383   －   

７．関係会社株式消却損  －   －   8,000   
８．関係会社株式評価損  －   －   5,510   

９．役員退職慰労金  33,161   52,352   38,373   

10．過年度役員退職慰労金 
引当金繰入 

 
－   3,352 

  
－   

11．貸倒引当金繰入額  －   －   5,925   

12．ゴルフ会員権評価損  14,771   9,500   14,771   
13．減損損失 ※２ －   677,255   －   

14．雑損失  11,710 76,752 0.1 63,952 1,834,691 4.0 139,460 1,074,352 1.1 

                                 

＜訂正後＞ 

  
前中間連結会計期間 
 (自 成17年３月１日 
  至 成17年８月31日) 

当中間連結会計期間 
 (自 成18年３月１日 
  至 成18年８月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年３月１日 
  至 平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
(％) 

金額（千円） 
百分比 
(％) 

金額（千円） 
百分比 
(％) 

           

           
Ⅶ 特別損失           

 １．固定資産売却損  －   27   －   

 ２．固定資産除却損 ※１ 17,109   93,863   147,321   

 ３．固定資産解体費用  －   200,000   －   

４．映像商品等償却損  －   －   378,162   

５．映像製作企画倒れ償 
  却損 

 
－   99,004 

  
－   

６．たな卸資産廃棄損  －   －   336,827   

７．投資有価証券評価損  －   635,383   －   

８．関係会社株式消却損  －   －   8,000   

９．関係会社株式評価損  －   －   5,510   

10．役員退職慰労金  33,161   52,352   38,373   

11．過年度役員退職慰労 
引当金繰入額 

 
－   3,352 

  
－   

12．貸倒引当金繰入額  －   －   5,925   

13．ゴルフ会員権評価損  14,771   9,500   14,771   

14．減損損失 ※２ －   677,255   －   

15．雑損失  11,710 76,752 0.1 63,952 1,834,691 4.0 139,460 1,074,352 1.1 
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（5）中間連結キャッシュ・フロー計算書 

＜訂正前＞ 

 

＜訂正後＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 
前中間連結会計期間 

 (自 平成17年３月１日 

  至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間 
 (自 平成18年３月１日 

  至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度の要約 
連結キャッシュ・フ 

ロー計算書 
 (自 平成17年３月１日 
  至 平成18年２月28日) 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー            

 ゴルフ会員権評価損    14,771   9,500   14,771  

 減損損失    －   677,255   －  

 関係会社持分変動益    －   －   △1,208,807  

 売上債権の増減額    △2,022,161   5,510   △1,172,773  

 
 役員賞与の支払額    △91,270   △71,150   △91,270  

 その他    116,175   △167,021   33,932  

 小計    1,247,904   858,452   5,485,564  

 
             

 

 
前中間連結会計期間 

 (自 平成17年３月１日 

  至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間 
 (自 平成18年３月１日 

  至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度の要約 
連結キャッシュ・フ 

ロー計算書 
 (自 平成17年３月１日 
  至 平成18年２月28日) 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー            

 ゴルフ会員権評価損    14,771   9,500   14,771  

 減損損失    －   677,255   －  

 関係会社持分変動益    －   △48,015   △1,208,807  

 売上債権の増減額    △2,022,161   5,510   △1,172,773  

 
 役員賞与の支払額    △91,270   △71,150   △91,270  

 その他    116,175   △119,003   33,932  

 小計    1,247,904   858,452   5,485,564  
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注記事項 

（中間連結株主資本等変動計算書関係）  

 当中間連結会計期間（自 平成 18年３月１日 至 平成 18 年８月 31日） 

２．新株予約権に関する事項 

＜訂正前＞ 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約
権の目的
となる株
式の種類 

前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間増
加 

当中間連結
会計期間減
少 

当中間連結
会計期間末 

当中間連結
会計期間末
残高 
（千円） 

平成 15 年 
第１回新株予約権 
（ストックオプション） 

普通株式 477,000 ― 101,000 376,000 ― 

平成 17 年 
第２回新株予約権 普通株式 7,000,000 ― 3,000,000 4,000,000 14,680 

平成 18 年 
第３－１回新株予約権 
（ストックオプション） 

普通株式 ― 193,000 ― 193,000 ― 

提出会社
（親会社） 

平成 18 年 
第３－２回新株予約権 
（ストックオプション） 

普通株式 ― 307,000 ― 307,000 ― 

合計 7,447,000 500,000 3,071,000 4,876,000 14,680 

（注）１．平成 15 年第１回新株予約権及び平成 17 年第２回新株予約権の減少は、新株予約権の行使によるものであり 
ます。 

   ２．平成 18 年第３－１回新株予約権及び第３－２回新株予約権の増加は、新株予約権の行使によるものであり 
ます。 

   ３． 平成18 年第３－１回新株予約権及び第３－２回新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

＜訂正後＞ 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約
権の目的
となる株
式の種類 

前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間増
加 

当中間連結
会計期間減
少 

当中間連結
会計期間末 

当中間連結
会計期間末
残高 
（千円） 

平成 15 年 
第１回新株予約権 
（ストックオプション） 

普通株式 477,000 ― 101,000 376,000 ― 

平成 17 年 
第２回新株予約権 普通株式 7,000,000 ― 3,000,000 4,000,000 14,680 

平成 18 年 
第３－１回新株予約権 
（ストックオプション） 

普通株式 ― 193,000 ― 193,000 ― 

提出会社
（親会社） 

平成 18 年 
第３－２回新株予約権 
（ストックオプション） 

普通株式 ― 307,000 ― 307,000 ― 

合計 7,477,000 500,000 3,101,000 4,876,000 14,680 

（注）１．平成 15 年第１回新株予約権及び平成 17 年第２回新株予約権の減少は、新株予約権の行使によるものであり 
ます。 

   ２．平成 18 年第３－１回新株予約権及び第３－２回新株予約権の増加は、新株予約権の発行によるものであり 
ます。 

   ３． 平成18 年第３－１回新株予約権及び第３－２回新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

 

 

 

以上 


